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Ａ（１） 窓口サービスの
向上のための業
務改善

区役所窓口の市民サービス向上とし
て、来庁者の目的に応じた窓口体制の
整備が重要である。窓口職員からは、
「相談にしっかり向き合いたい」「後
続の待ち時間が気になる」といった声
がある。また、未だ紙申請処理が多い
中で、リアルタイムでの進捗確認がで
きる仕組みが必要となっている。

窓口相談は、時間がかかることが想定されるが、予約の
仕組みがなく、相談者が重なった場合、その他の事務が
滞ってしまうことがある。（国保年金課：障害年金の手
続等）
また、各種手続の申請は、未だ紙での申請が大半を占め
ており、事務システムに乗らない申請では、処理状況が
即時に把握しにくいものがある。（保護課：生活保護受
給にかかる一時扶助申請等の各種申請・届出等、まちづ
くり整備課：道路占用許可申請等）

国保年金課の相談窓口は、今後、スマらく区役所サービスプロジェクトのオンラ
イン予約の運用を開始する予定であるが、現行の課題解決に向け、一部業務にお
いて８月から電話や窓口での受付による予約制を試行実施する。試行によって把
握したノウハウや課題を踏まえ、本格稼働に向けたより効果的な予約制の運用を
検討する。
また、保護課の生活保護関係の各種申請等の受理簿やまちづくり整備課の道路占
用申請等業務は、ローコードツール等を活用し、ペーパーレス化やリアルタイム
での進行管理を図り、業務効率化に努める。

国保年金課では、８月から障害年金等の相談業務の予約制を試
行的に開始した。予約による来庁は全体の約８％にとどまって
いるが、来庁時間を分散でき、待ち時間が減少する等の一定の
効果が見られた。
保護課では、生活保護の申請受付について、ローコードツール
を活用した進捗管理（開始・取り下げ・却下）を１２月から試
行実施し、関係職員での進捗状況の共有等を行う予定である。
まちづくり整備課では、道路占用許可申請について今年度開始
された電子申請の活用により、従前に比べ進捗状況の把握が容
易となった。今後、電子申請率（現在約５％）の向上のため、
都市整備局と取組みを進める。

国保年金課では、障害年金等の相談業務において、令和６年８
月から電話や窓口受付による予約制を試行的に実施。令和７年
２月からはオンライン予約の運用を開始した。
予約相談件数は全体の約７％であり大きな増減はないが、来庁
時間を分散でき、待たせることなく窓口へ案内を行う等、一定
の効果が見られた。
また、保護課では、令和６年１２月から試行実施していた生活
保護の申請受付における、ローコードツールを活用した進捗管
理について、令和７年４月から本格実施予定。生活保護につい
ては、申請受付後原則２週間で開始決定をすることとなってい
るが、申請受付簿をデジタル化することで、進捗状況について
関係職員全員で情報共有することができ、遅れや漏れがなく
なった。今後、統計分析にも活用する予定である。
まちづくり整備課で取り組んだ道路占用許可申請における電子
申請については、紙申請に訪れた申請者に向け、ポスターの掲
出やチラシの配布、窓口での声掛けなどで普及を行ったが、利
用割合の増加は見られなかった。

国保年金課におけるオンライン予約について
は、試行実施を通して、予約時のスケジュール
管理や予約者への対応等のノウハウを得ること
ができたため、オンライン予約開始時において
円滑な移行を行うことができた。
オンライン予約開始後は、予約後に相談に至ら
ないケースが発生していないことから、予約完
了時や相談前のリマインドメールが奏功してい
ると考えられる。
オンライン予約の導入により、職員が事前に相
談者情報を把握することができ、複数回相談が
必要な相談者の状況把握や事前準備を相談前に
行うことができた。市民からは、「予約操作自
体は簡単だった」「順番を待つことなくスムー
ズに手続きを行うことができた」等の意見があ
り概ね好評であった。
また、保護課におけるローコードツールを活用
した進捗管理については、市民に直接の影響は
少ないが、保護申請から原則２週間の処理期間
について、これまで以上に徹底することができ
た。
まちづくり整備課における道路占用許可の電子
申請については、市民は初回の来庁が不要とな
り、職員は手数料計算が自動化され許可状況の
検索が容易となった。

国保年金課におけるオンライン予約について
は、予約時に収集できる相談者情報が限定的で
ある。このため、今後はより詳細な情報の把握
等を行うことで、相談者に応じたよりきめ細か
な対応を行えるよう検討する。また、予約機能
の効率的な運用や市民満足度の向上のために
は、予約率をさらに高める工夫が必要である
が、市民からの自主的な予約だけでは予約率が
上がっていない現状にあることから、より広く
周知する方法や、更なる活用策について検討が
必要である。
まちづくり整備課における道路占用許可の電子
申請割合の頭打ちは、電子申請が出来ることの
周知が不十分であることが原因と思われる。市
民に手続きが楽になることを知って頂き、さら
なるＰＲを行っていく。

Ａ（２） 「キオスク端末」
の活用促進によ
る窓口混雑解消

市民サービスの向上・窓口の混雑解消
に向けて、コンビニに設置している
「キオスク端末（マルチコピー機）」
での証明書交付サービスを行ってい
る。このサービスを多くの市民に知っ
てもらい、利用してもらうように進め
ていくことが求められている。

チラシ配布などの啓発を行い、コンビニ交付の利用者は
増えているものの（コンビニ交付率は市全体で令和３年
度：９．６％、令和４年度：１５．２％、令和５年度：
２４．４％）、広く市民に普及している状況ではない。
証明書の取得は、個人としては頻繁に行うものではない
ため、コンビニ交付に接する機会が少なく、区役所内に
も「キオスク端末」を設置しているが、従前どおり窓口
申請で済ませてしまう傾向が見られる。例えば、小倉北
区役所市民課の窓口で交付した証明書のうち、「キオス
ク端末」でも取得することができたものが約７割あった
（令和６年４月実績）。
今後、「キオスク端末」の利用を促進することで、窓口
混雑の解消につながることとなる。

まずは、窓口に来られた方に対して、区役所に設置している「キオスク端末」の
利用案内を実施する。そこで、簡単で安くて便利であることを実感してもらい、
次回のコンビニ交付利用や口コミによる利用者の拡大につなげる。
具体的には、フロアマネージャーを活用して利用勧奨を行うとともに、より効果
的な案内表示、普及啓発を行う。

フロアマネージャーと窓口職員の２段方式により、区役所に設
置している「キオスク端末」の利用勧奨を７月から開始した。
また、端末誘導サインの設置や案内ポスター類の掲示場所・内
容の見直し、ＳＮＳ等での普及啓発を実施した結果、端末の証
明書発行件数が過去最多を更新した（令和６年３月：５９０件
⇒令和６年７月：６４４件）。引き続き「キオスク端末」の利
用勧奨を行っていく。

区役所に設置している「キオスク端末」の利用勧奨や普及啓発
の取組みにより、端末利用者が増えている。取組みを開始した
令和６年７月から令和７年３月の同端末による証明書発行件数
は、計５，９６２件。前年同期間の発行件数は計４，８０８件
であり、平均して月１３０件程増加した結果となった。

窓口申請でなく、「キオスク端末」を利用して
自身で証明書発行してもらうことにより、職員
による窓口業務の負担軽減を図ることができて
いる。また、はじめて端末を利用した方は、簡
単で安くて便利であることを実感してもらった
ことで、次回のコンビニ交付利用につながる。

引き続き、区役所に設置している「キオスク端
末」の利用勧奨を行っていくとともに、端末の
利便性を企業・地域等に周知し、コンビニ交付
の更なる普及に資する。

Ａ（３） 小倉都心部の賑
わい創出

小倉北区で実施するイベントは予算の
縮小により、規模を縮小せざるを得な
い状況にあることや、他の大規模イベ
ントとの競合もあり、実施方法の工夫
が必要となっている。

長年、民間企業や地域の方々と共同で実施してきた「小
倉イルミネーション」や「ストリートダンスコンテス
ト」は予算の縮小等により、イベント規模の縮小や会場
の変更などの工夫を行ってきたが、事業の大きな目的で
ある「小倉都心部の賑わい創出」という面では十分な状
況であるとは言えない。また、「紫川ナイトスペクタク
ル」など他の大規模イベントも同時期・同エリアで開催
されることから、それらのイベントとの連携等を図って
いく必要がある。

今年度の実施にあたり、「小倉イルミネーション」については、同時期に紫川周
辺で開催される他の大規模イベントと情報共有・連携することで相乗効果を高
め、より発信力があり、一体となったまちの賑わいにつなげるため、まちづくり
団体や民間企業、行政等で構成する「紫川周辺にぎわい創出プロジェクト実行委
員会」を立ち上げ、コンセプトの共有や広報での協力等を行うこととしている。
また、市内部でもイベント所管部署による「北九州市紫川周辺にぎわい推進検討
会」を立ち上げ、同実行委員会にも参加しながら、各イベントがより効率的・効
果的なものとなるよう連絡・調整を行うこととしている。
「ストリートダンスコンテスト」については、イベント実施効果がより街中に波
及するよう、受託業者と運営方法や広報手段等について検討する。

「小倉イルミネーション」については、同時期に紫川周辺で開
催される他イベントとの連携を目的に設置した「紫川周辺にぎ
わい創出プロジェクト実行委員会」及び「紫川周辺にぎわい推
進検討会」に参画した。イベント全体を「コクラＢＥＡＴ」と
銘打ち、統一したコンセプトの下、装飾の施工や広報等で連携
を図り、周辺エリアの一体的な景観創出を行った。
「ストリートダンスコンテスト」は、コンテストの様子を会場
の屋外ビジョンで放映するとともに、一部のチームが近隣の公
園で開催されていたイベントに出演した。また、参加者には商
店街で利用できる商品券を参加賞として配布するなど、街中へ
イベント実施効果が波及するよう取り組んだ。

同左 小倉イルミネーションについては、紫川周辺一
帯で関係機関が連携協力した「コクラＢＥＡ
Ｔ」の一環として実施したことで、来場者増加
に伴う経済効果に加えて、来場者の満足度向上
や小倉都心部のイメージアップなどの相乗効果
が得られた。

小倉へのアテンションを高めることによる集
客、ナイトコンテンツの充実による滞在時間
増。これらが「足元経済を活発化させ、新たな
民間投資を呼ぶ」といった好循環のストーリー
を着実に進める足掛かりとなった。

ストリートダンスコンテストでは、白熱したダ
ンスにより会場（芸術劇場）は大いに盛況で
あった。今後も、その効果を小倉都心部のにぎ
わいに繋げる取組を継続していく。

小倉イルミネーションについては、「コクラＢ
ＥＡＴ」を構成する事業の一つとして、引き続
き関係機関との連携を図り、
コンセプトや装飾手法等を統一するとともに、
スケールメリットを最大化。小倉都心部のにぎ
わいをもう一つ上のレベルに引き上げ、本市が
目指す「彩りのあるまち」「稼げるまち」の実
現につなげていく。

ストリートダンスコンテストでは、会場照明や
記念品、ゲストアーティストなどを工夫するこ
とで、参加者のモチベーションを高め、コンテ
スト自体の質向上を図ることで、夢の実現に向
け取り組む若者を後押しし、まちの賑わいに繋
げていく。

R６小倉北区Ｘ方針 振り返りシート（設定した課題の取組結果）
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Ａ（４） 来庁者や職員に
とって、安全安
心で快適な区役
所づくり（カスタ
マーハラスメン
ト対応）

窓口対応や電話対応においては、大声
で怒鳴る、暴言を浴びせる、威圧的に
無理難題を言うといった場合があり、
また、訪問相談対応中に暴力的な行為
を受けるといった事案も発生してい
る。それらの社会通念上不相当な手段
での要求等から職員を守り、利用者に
も安心で相談しやすい区役所窓口であ
る必要がある。

区役所におけるカスタマーハラスメントは、職員の就業
環境が害されることや、他の市民の利用環境を侵害する
ことから対策が必要であるが、小倉北区でも、過剰不当
な要求と思われる事例が多数発生し、各課で対応に苦慮
している状況がある。
窓口や電話で対応する対象には、生活困窮者や障害や病
気のある方など支援を要する方も多く、職員には市民の
立場に寄り添った応対が求められる。一方で、権利ばか
りを主張したり、時間をかけて丁寧に説明しても内容を
理解しようとせず、自己中心的な発言や制度の枠を超え
た要求を繰り返したりするケースも多い。それにより職
員の心理的負担の増大やメンタルヘルスの保持に個別ケ
アが必要な状況が生じている。

カスタマーハラスメントにかかるガイドラインの策定や研修の実施を人事課等に
要望するほか、小倉北区としては、各課の状況を踏まえて発生時の対応の手法な
どを整理し、組織として職員を守る体制を整えていく。
現在、対応に苦慮しているケースを持っている窓口では、早急に、警察との連携
などを想定して、電話の録音機能の付加や対応記録の保管、また訪問時の複数体
制の確保などを具体的に進めていく。

全市的な取組みとして、総務市民局や区役所等で意見交換会を
行い、年度内にカスタマーハラスメント対策ガイドライン及び
啓発ポスターが作成される予定である。
小倉北区の取組みとして、福祉事務所において「面談、訪問時
のトラブル対応マニュアル」の作成及び他課への周知、活用を
行った。また、一部の電話機への録音機能の付加や小倉北警察
署の協力を得て、暴力的な来客に対する実践的な防犯研修を実
施するなど、安全安心な区役所づくりに向けた取組みを進め
た。

全市的に発せられたカスタマーハラスメント対策ガイドライン
（以下ガイドライン）とポスターのデザインを各課に展開し、
各課でカスタマーハラスメントに関する研修を実施した。
また、各課では今年度初めに作成したマニュアルをガイドライ
ンに合わせて改訂した。総務企画課では、庁舎管理の役割を明
確にし、各課と協力して対応できるよう「小倉北区役所庁舎カ
スタマーハラスメント対応マニュアル」を作成し、各部署に配
布した。
さらに、今年度に導入した電話の通話録音機を、暴力的な来庁
者を警察に相談する際に活用した。今年度行った防犯研修を通
じて、必要なタイミングで警察への通報も行えるようになっ
た。
小倉北福祉事務所においては、令和６年９月に「面談、訪問等
のトラブル対応マニュアル」を作成し、事務改善会議等で全職
員に周知徹底を行った。また、保護課独自の取組みとして、同
行訪問支援員を配置するなど訪問時の複数体制の確保に努め
た。

ガイドラインやマニュアルを整備したことで、
大声や暴力を使って自分の意見を押し通そうと
する人に対し、組織として毅然とした対応をと
る意識が生まれた。
これにより、職員の心理的負担の軽減が図ら
れ、来庁者にとっても安心して相談しやすい窓
口環境を整えることができた。

今後も、事務改善会議などでマニュアルの見直
しを続け、組織全体で対応する意識を持ち続け
るとともに、防犯研修を通じて自分自身の安全
を守る方法を学び、安全な職場環境を維持す
る。

Ａ（５） 利用しやすく働
きやすい区役所
の整備

小倉北区役所庁舎は、２９％のトイレ
が未だ和式であり、洋式での温水洗浄
便座の設置率は４６％にとどまってい
る。特に、市民が利用する窓口が多い
東棟では３８％が和式である。また、
真夏日や猛暑日に庁舎内の空調が効き
にくくなり、市民や職員が過ごしづら
い環境が局所的に生じている。庁舎内
の多くの照明が蛍光灯であり、蛍光灯
の発する熱が冷房効率を損う一因と
なっている。

洋式トイレ及び温水洗浄便座については、利用者（特に
高齢者）や職員から「和式は使われておらず、洋式が混
雑している。洋式に改修して欲しい」「温水洗浄便座を
設置して欲しい」などの強い要望がある。
近年、平均気温の上昇や猛暑日が増加傾向にあり、来庁
者や職員から庁舎内が暑いという声が多く寄せられてい
る。省エネルギーによる地球温暖化対策の一環として、
庁舎内における室温の目安を２８℃とし、クールビズを
実施しているが、その日の気象条件のほか、蛍光灯、Ｐ
Ｃ、複合機等から発せられる熱の影響により場所によっ
ては２８℃を超える室温となる場合がある。また、照明
のＬＥＤ化により、冷房効率の向上を図る必要がある。

トイレの洋式化、温水洗浄便座の設置や照明のＬＥＤ化は、着実に整備を進めて
いくために複数年での整備計画を作成し予算要望を行う。
庁舎内の室温については、空調制御装置によるモニター監視に加え、乾湿度計で
の現場測定により実態を精査し、庁舎における省エネ推進と良好な環境確保の両
立を図る。また、必要に応じて光熱費に係る予算を追加要望することも検討す
る。

トイレの洋式化及び温水洗浄便座の設置については、令和７年
度から令和１２年度までの整備計画を作成し、令和７年度分に
ついて必要な予算を要求している。
庁舎内の室温については、モニター値と乾湿度計による現場測
定値が基準の範囲内となるような運用に努めており、今年度不
足が見込まれる光熱費については、追加要望を行っている。
照明のＬＥＤ化については、一般照明用の蛍光ランプの製造・
輸出入が２０２７年までに廃止されることとなっているが、改
修には多額の費用が見込まれるため、計画的な改修に向け、引
き続き本庁部門と協議を進めていく。

トイレの洋式化及び温水洗浄便座の設置については、令和６年
度は、修理に併せて、また、予算の追加配当を得て、トイレの
様式化（温水洗浄便座を含む）を3か所。温水洗浄便座の設置
を6か所実施し、予算の範囲内で整備を進めた。それとともに
トイレ洋式化・温水洗浄便座設置計画を策定期間を１年度前倒
しし、令和６年度～１１年度（5年間）を作成した。
夏の室温管理については、暑くなりやすいところに温度計を配
布して速やかに調整し、空調機器の維持補修にも努めた。ま
た、日差しを遮るブラインドの補修、さらに状況をみてスポッ
トクーラーの配置をするなど、さまざまな熱中症対策を講じ
た。また、各職場では、風通しがよくなるよう片付けや什器の
配置替え、サーキュレーターを設置するなどの対応を行った。
さらに室温管理は、令和7年3月27日付北九環総学第2596号「適
切な室温管理について（通知）」の環境局長通知に基づき２８
度設定にこだわらない適切な室温管理が原則的に図れるように
なった。

これまで多くの要望があったトイレの整備は、
大変好評を得ている。
また、近年の気象状況の変化により、安全な執
務室の環境を確保する必要性が高まっているた
め、熱中症対策への理解が深まり、予算の心配
なく適切な室温管理ができるようになった。

電灯をLEDにするには多くの費用がかかるため、
計画的に進める必要があるため、本庁での対策を
参考にしながら、本庁部署とも協議して進めたい
と考えている。
また、トイレの整備についても計画通りに進められ
るよう、予算の確保に努める。

Ｂ（１） 小倉行政サービ
スコーナーの今
後の在り方

近年、小倉行政サービスコーナーの利
用件数は減少傾向にあり、キオスク端
末（マルチコピー機）によるコンビニ
交付の普及推進も行っていることか
ら、今後も同様の傾向が続くことが見
込まれている。効率的な行政運営の観
点をもって、今後のあり方を検討する
必要がある。

小倉行政サービスコーナーは、ＪＲ小倉駅のそばに設置
され、土日祝日も含め１９時までの開設となっているこ
とから、勤務や買い物の帰りなどに利用できることで好
評を得てきた。その一方で、マイナンバーカードの普及
により、コンビニでの証明書交付件数が伸びてきてお
り、小倉行政サービスコーナーでの取扱件数は、令和元
年度の３４，７１２件に対し、令和５年度は１５，６４
４件と半減している状況である。今後も、より身近なコ
ンビニ交付の利用を促進していくことから、行政サービ
スコーナーの利用者が更に減少していくと見込まれてい
る。

証明書発行等の行政サービスに関する現状の市民ニーズを把握するとともに、効
率的な行政運営の視点から費用対効果を分析し、対応を検討する。
例えば、リバーウォーク北九州１Ｆの「北九州マイナンバーカードサテライト
コーナー」との統合、今後市民課窓口で増加が見込まれるマイナンバーカード更
新手続への機能変更など、行政サービスコーナーの活用策について、関係課と議
論するとともに、ロードマップを策定する。

総務市民局と協議を行い、令和７年度から令和９年度にマイナ
ンバーカードの更新が急増することへの対策として、市民の利
便性向上の観点から行政サービスコーナーに更新手続の機能を
追加することとした。令和１０年度以降の対応については、利
用状況の分析等を踏まえて、改めて関係課と議論することとし
ている。

総務市民局との調整の上、令和７年５月９日から、小倉行政
サービスコーナーに、マイナンバーカード更新窓口を新規に開
設した。年末年始を除き、１９時まで開庁している窓口におい
て、証明書発行に加え、小倉北区民の電子証明書の更新対応を
行う。

相当数見込まれている区役所への来庁者を分散
させることができ、混雑解消につながる。通勤
途上でも利用しやすい利便性の高い場所に位置
し、夜間・土日も利用でき、市民はライフスタ
イルに合わせた窓口を選択できる。

利用状況の分析等を踏まえて、必要な対応など
改めて関係課と議論することとしている。
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項目No.
ABC

①
課題名

②
課題の内容

③
課題の背景

④
課題に対する取組み

⑤
取組みの進捗状況
（R6年11月時点）

⑥
取組み状況（R7年３月末時点）

（予定通り取り組めなかった場合は
その理由を併記）

⑦
変革が実現した課題・取組内容・市民に

もたらされた効果

⑧
取組・進捗が十分でなかった項目・内容（理由）

令和７年度に向けた考え

Ｂ（２） マンションや企
業等における地
域活動参加の促
進

地域コミュニティの活性化のため、自
治会加入世帯の増加や地域活動参加の
促進の取組みが必要である。

少子高齢化に伴う稼働年齢人口の減少や共働き世帯の増
加により、これまで地域活動を担っていた人材は減少
し、高齢化・固定化が進んでいる。特に小倉北区は、他
区に比べて最も多くマンションや企業の立地が進んでお
り、これらにスポットを当てた重点的な対策が必要と
なっている。（分譲マンション戸数　令和２年度調査：
２２，３３４戸［３１．９％］７区中第１位）

小倉北区は、他区に比べてマンションや企業が多くあることを踏まえ、これまで
自治会や専門家等と連携して、マンション総会等でチラシを配布するとともに地
域活動の説明を行ってきた取組みとその効果を検証する。
そのうえで、マンション居住者や企業に対して地域活動への参加をさらに促すた
め、本庁部署と連携して、効果的な周知ツールやアプローチ手法を用いるなどし
て、取組みを強化する。

これまでのマンションに係る取組みを検証した結果、マンショ
ン建設の各段階におけるアプローチ先やタイミングといった加
入促進に向けた流れが分かりにくかったことや、専門家の活用
手法などが十分に周知されていなかったことが分かった。
そこで、１１月に新たに「マンションの町内会加入促進に向け
た小倉北区版アプローチ方針」を策定し、今後、校区会長(自
治会)と区役所が連携して加入促進を図っていくこととした。
また、企業の地域活動参加に向けては、清掃活動やパトロール
など、企業の意向にマッチした活動を促していくことが大切で
あるため、年度内に各校区へのヒアリングを行う予定である。

　小倉北区版アプローチ方針を策定以降、校区会長や町内会長
から新築分譲マンション建設における情報提供が増え、令和７
年３月末時点で３件の分譲マンションにおいて加入促進に向け
た協議が進行中である。
　また、企業の地域活動参加に向けては、小倉中央校区等、一
部の校区や町内において、企業が参加する清掃活動を確認して
いる。

　分譲マンションの町内会加入促進にあたって
は、建設予定のマンション情報をいかに早く入
手し、管理組合等へ町内会加入の協力を得られ
ることができるかが肝要である。
　校区会長や町内会長によっては、開発会社等
と着工前から関係づくりに努めているところも
あり、今後も小倉北区版アプローチを根気よく
丁寧に行っていくことが重要と考えている。
　現在、各校区（町内）会長とコミュニティ支
援課が連携し、作戦会議やアプローチを行うこ
とによって、物件情報の共有や町内会設立に向
けての動きをスムーズに行えるようなケースも
出てきている。
具体的には、校区自治連合会長、管理会社、マ
ンション管理士（マンション自治会設立支援専
門家）、行政による打合せを実施し、その結
果、建設される新築分譲マンションにおける管
理組合設立総会よりも前に、住民へ町内会設立
もしくは町内会加入への事前アンケートを行う
ことやＰＲチラシを配布すること、また、総会
の時点で町内会を立ち上げられるよう今回出席
者が協力して町内会加入促進を進めていくこと
が確認された。
　このように、地域ときめ細かく連携すること
で加入促進に向けたアプローチやタイミングが
向上し、町内会の維持や充実の一助となってい
る。

　令和７年度においては、マンションの町内会
加入促進に関する情報収集や協議を進めるとと
もに、企業が参加する地域活動について各校区
へヒアリングを行い、実態把握に努める。ま
た、実態把握後、特に都心部においての清掃活
動やパトロールにおいて都心部校区と連携し、
企業への地域活動参加を呼びかけていく。

Ｂ（３） 伝統・文化の継
承と関係団体の
支援の在り方

小倉祇園太鼓や杉田久女・橋本多佳子
などの伝統・文化の保存・継承、偉
人・先人の顕彰を行う団体が、構成員
の高齢化や担い手不足といった課題を
抱えており、この状況が続けば、将来
にわたって団体の機能・活動を維持す
ることが難しくなる。

小倉祇園太鼓の継承活動や杉田久女・橋本多佳子など偉
人・先人の顕彰活動を長年行う団体に対して、小倉北区
役所としても経済的・人的支援を行ってきた。
しかしながら、担い手不足や団体事務局の高齢化、経済
的問題などにより、団体の活動の継続や事務局機能の維
持という点で課題が見られる。小倉祇園太鼓は、小倉北
区役所と小倉祇園太鼓保存振興会（振興会）が共同で、
次世代の担い手育成のための取組（出張太鼓塾）を行っ
ているものの、継続して支援を実施していくには財政面
などの課題もある。

小倉祇園太鼓については、小学生を対象とした出張太鼓塾を振興会と共同で引き
続き実施するとともに、小倉祇園太鼓のレクチャー・広報ツールとして動画や漫
画を制作するなどして、振興会が自立的に担い手育成や継承活動ができるよう支
援する。
また、その他の伝統・文化の保存・継承、偉人・先人の顕彰を行う団体について
は、関係者へのアンケートやヒアリング等を行うなどして、今後の活動に関する
意向を確認するとともに、行政の支援の在り方や持続可能性のある文化継承の方
法等を検討する。

小倉祇園太鼓については、区役所が制作したレクチャー動画や
漫画を活用しながら、振興会と共同で出張太鼓塾を６回実施
（参加約３００名）した結果、太鼓塾参加者のうち３０名程度
（保護者も含む）が振興会加盟の町内団体に入会するなど、活
動の成果が表れてきた。今後は振興会が自立的に活動を継続し
ていけるよう、振興会と実施方法や役割分担などの協議を行
う。
また、その他団体に対しては、関係者（櫓山荘子ども俳句大会
に応募する学校の教員など）へのアンケート調査や、事業の主
催団体（役員や事務局）への今後の活動に関するヒアリングを
行った。今後は、これらの結果を踏まえて、各団体と事業の継
承における行政の支援の在り方等を協議することとしている。

同左 伝統・文化の保存・継承、先人の顕彰を行う団体に
ついては、いずれも役員の高齢化や事業の硬直、参
加者の減少など共通の課題を抱えている。そのた
め、事業効果の検証とともに、会員の増加・役員の
世代交代など、持続可能な活動に資する支援のあり
方について、各団体との協議を継続していく。

なお、令和7年度の櫓山荘子ども俳句大会について
は、アンケート結果を反映した実施日程とするな
ど、より応募しやすくなるよう見直し、実施する。

小倉祇園太鼓については、まつりの伝統を後世に継
承するため、小学生向けの太鼓塾・体験山車の運
行、一般向けのおもてなし太鼓・レクチャー動画な
どを活用して、引き続き新しい担い手の育成を支援
していく。

また、各団体の事業を「旧小倉市制125周年記念事
業」と位置付けることで、各団体のモチベーション
の向上を図るとともに、それぞれの取組を通じ、小
倉のまちを深く知り、魅力を再発見するきっかけを
市民に提供することで、シビックプライドの向上を
促すとともに、新たな小倉ファンを獲得していく。

Ｃ（１） 地域コミュニ
ティの活性化・
次代を担う地域
人材の育成

安心して暮らせるまちであるために
は、共助の力を発揮する持続可能性の
ある地域コミュニティが必要である。
そのため、地域コミュニティのマンパ
ワーの確保や、地域団体の次代を担う
人材を確保することが、地域コミュニ
ティの活性化には欠かすことができな
い。

少子高齢化に伴う稼働年齢人口の減少や共働き世帯の増
加により、これまで地域活動を担っていた人材は減少
し、役員の高齢化・固定化が進んでいる。
また、次代の人材育成については、地域活動の入口とし
て有効であった市民センターにおける交流や生涯学習へ
の参画機会がＰＴＡ組織の簡素化等により減少してい
る。
生活スタイルや地域とのつながりに関する考え方の変化
など、時代に対応した地域コミュニティの在り方やその
活性化策が求められる。

地域コミュニティの活性化策については、従来の運営組織や仕組み、既成概念に
捉われない柔軟な発想で、時代に即した在り方や新たな枠組みを検討していく必
要がある。
まずは、総務市民局が示すＮＰＯや企業等による多様な主体との連携強化や、市
民センターの機能強化・多目的化などの取組みと並行して、地域と直接接する小
倉北区では、地域の声を丁寧に拾いながら、地域の現状や課題の把握、これまで
の取組みの検証などを行い、本庁各課と連動して検討を進めていく。
また、人材の育成は、単発的なものではなく、継続的な取組みが重要である。そ
こで、若い世代を中心に市民センターを入口とした地域活動参加へのきっかけづ
くりを地道に進めていく。

地域の現状や課題を把握するために、担当課長による市民セン
ター館長へのヒアリングに着手している。あわせて、各市民セ
ンターで取り組んでいる市民講座や校区独自事業、若い世代を
対象にした事業等を調査し、横展開に向けた事業の精査にも取
り組んでいる。
また、若い世代を対象とした地域活動への地道なきっかけづく
りに向けて、子どもたちの体験イベント等を実施するＮＰＯ団
体等の市民センター派遣といった仕掛けについて、次年度実施
に向けた準備を進めている。

各市民センターで実施されている事業、特に子どもをはじめと
した若い世代が対象の事業を館長へのヒアリング等により調査
し、事業一覧を作成、これを館長会議にて共有し、横展開を
図った。
また、若い世代を対象とした地域活動への地道なきっかけづく
りに向けて、区活性化・整備推進事業予算を活用し、子どもた
ちの体験イベント等を実施するＮＰＯ団体等の市民センター派
遣を行う「若い世代の市民センターきっかけづくり支援事業」
を企画し、館長会議で共有。新年度より事業実施希望センター
の募集を行う予定である。

市民センター館長間で情報共有することで、他
館の取り組みを横展開することが容易となっ
た。

「若い世代の市民センターきっかけづくり支援
事業」については、実施希望センターの募集を
行い、事業を実施する予定である。
人材の育成は、単発的なものではなく、継続的
な取組みが重要である。そこで、若い世代を中
心に市民センターを入口とした地域活動参加へ
のきっかけづくりを地道に進めていく。
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